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1.  平成22年3月期第3四半期の業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 97,829 △7.5 11,165 ― 11,155 ― 11,346 ―
21年3月期第3四半期 105,806 ― △5,668 ― △6,117 ― △6,638 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 172.95 172.83
21年3月期第3四半期 △101.21 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 55,561 36,717 66.1 559.49
21年3月期 59,075 25,690 43.5 391.66

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  36,717百万円 21年3月期  25,690百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ― 5.00 ―
22年3月期 

（予想）
15.00 20.00

3.  平成22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 122,400 △21.3 11,100 ― 11,000 ― 10,960 ― 167.08



4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４. その他をご覧下さい。 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４. その他をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 65,628,000株 21年3月期  65,594,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  590株 21年3月期  590株
③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 22年3月期第3四半期 65,606,341株 21年3月期第3四半期 65,593,447株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しておりますので、
実際の業績は、これらの予想数値と異なる場合があります。 



  当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、輸出、生産の増加を背景に、企業の業況感に改善の動きが見られ

ており、景気は持ち直してきておりますが、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にあります。 

 当不動産業界におきましては、新設住宅着工戸数に下げ止まりの兆しが見られ、また先行きについても経済対策の

効果から、住宅需要の回復が期待されますが、低価格物件を中心に他社との競争は依然として厳しい状況にありま

す。 

 このような情勢のなか、当社は、ひとりでも多くの人々に住宅を持ってもらいたいという信念のもと、徹底した原

価管理と品質の向上に努め、良質な戸建分譲住宅及び分譲マンションを低価格で供給してまいりました。 

 業績につきましては、売上高は前年同期を下回ったものの事業サイクルの短縮及び原価低減により、利益率が改善

いたしました。なお、引渡数は、戸建分譲事業が3,372棟、マンション分譲事業が556戸となっております。 

 この結果、当第３四半期累計期間の売上高は978億29百万円（前年同期比7.5％減）となりました。営業利益は111

億65百万円（前年同期は営業損失56億68百万円）、経常利益は111億55百万円（前年同期は経常損失61億17百万

円）、四半期純利益は113億46百万円（前年同期は四半期純損失66億38百万円）となりました。 

  

 なお、当第３四半期会計期間の売上高は267億77百万円（前年同期比20.7％減）となりました。営業利益は37億20

百万円（前年同期は営業損失47億43百万円）、経常利益は36億84百万円（前年同期は経常損失49億６百万円）、四半

期純利益は38億97百万円（前年同期は四半期純損失49億14百万円）となりました。 

  

 当第３四半期会計期間末における総資産は555億61百万円（前年度末比5.9％減）、負債は188億43百万円（同

43.6％減）となっております。総資産減少の主な原因は、販売用不動産の圧縮を積極的に行ったことによる事業関連

資産（主にたな卸資産）の減少によります。負債減少の主な要因は、事業関連資産の建設に伴う仕入債務の減少及び

有利子負債の返済によります。また、純資産増加の主な要因は、四半期純利益の獲得によるものであります。 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年度末に比べ77億79百万

円増加し、154億６百万円となりました。 

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は153億72百万円（前年同期は営業活動の結果使用した資金85億19百万円）となりま

した。これは主に、税引前四半期純利益113億67百万円の獲得および販売用不動産の圧縮を積極的に行った結果、た

な卸資産が99億29百万円減少した一方、仕入債務が64億88百万円減少したことによるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は８百万円（前年同期比95.4％減）となりました。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は75億84百万円（前年同期比82.1％増）となりました。これは主に、短期借入金の純

減少額による支出が65億60百万円であったことによるものであります。 

  

 なお、当第３四半期会計期間の営業活動の結果使用した資金は73億23百万円（前年同期は営業活動の結果得られた

資金６億57百万円）となりました。投資活動の結果使用した資金は８百万円（前年同期比92.3％減）、財務活動の結

果得られた資金は８億96百万円（前年同期は財務活動の結果使用した資金111億69百万円）となりました。    

  

 平成22年３月期の業績予想につきましては、現時点では、平成21年10月30日公表の業績予想に変更はございませ

ん。   

  

①税金費用の計算 

 四半期会計期間に係る法人税等については、四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（累計期間）に当該見積実効税率を乗じて計算

する方法によっております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報

３．業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用



②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められる場合には、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の

発生状況に著しい変化が認められた場合には、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラン

ニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

③棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味

売却価格を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

④固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

⑤その他影響が僅少なものについて、一部簡便的な方法を採用しております。 

  

「完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手し

た工事契約から、工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当第３四半期会計期

間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を適用しております。 

 なお、当第３四半期会計期間末において、工事進行基準を適用している工事がないため、これによる売上高、

営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響はありません。 

  

  

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,406 7,627

販売用不動産 7,516 27,073

仕掛販売用不動産 25,089 15,882

未成工事支出金 1,828 1,221

貯蔵品 11 3

前渡金 505 1,778

その他 1,033 1,070

貸倒引当金 － △35

流動資産合計 51,391 54,621

固定資産   

有形固定資産 3,143 3,395

無形固定資産 71 82

投資その他の資産 954 975

固定資産合計 4,169 4,453

資産合計 55,561 59,075

負債の部   

流動負債   

支払手形 606 3,489

工事未払金 9,558 13,165

短期借入金 4,825 11,385

1年内返済予定の長期借入金 － 951

1年内償還予定の社債 500 500

未払法人税等 24 58

前受金 370 359

賞与引当金 120 211

役員賞与引当金 31 －

その他 1,117 1,812

流動負債合計 17,154 31,933

固定負債   

社債 750 1,000

長期借入金 480 －

退職給付引当金 427 419

その他 31 31

固定負債合計 1,689 1,450

負債合計 18,843 33,384



（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,262 4,257

資本剰余金 3,159 3,155

利益剰余金 29,296 18,277

自己株式 △0 △0

株主資本合計 36,717 25,690

純資産合計 36,717 25,690

負債純資産合計 55,561 59,075



（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 105,806 97,829

売上原価 103,564 79,911

売上総利益 2,242 17,917

販売費及び一般管理費 7,910 6,751

営業利益又は営業損失（△） △5,668 11,165

営業外収益   

受取賃貸料 64 68

その他 58 122

営業外収益合計 123 190

営業外費用   

支払利息 518 110

その他 53 90

営業外費用合計 572 200

経常利益又は経常損失（△） △6,117 11,155

特別利益   

労働保険料還付金 － 226

特別利益合計 － 226

特別損失   

固定資産除却損 0 14

固定資産売却損 － 0

特別損失合計 0 14

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △6,118 11,367

法人税等 520 20

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,638 11,346



（第３四半期会計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 33,775 26,777

売上原価 36,112 21,069

売上総利益又は売上総損失（△） △2,336 5,707

販売費及び一般管理費 2,406 1,987

営業利益又は営業損失（△） △4,743 3,720

営業外収益   

受取賃貸料 22 21

その他 13 19

営業外収益合計 36 41

営業外費用   

支払利息 186 28

その他 12 47

営業外費用合計 199 76

経常利益又は経常損失（△） △4,906 3,684

特別利益   

労働保険料還付金 － 226

特別利益合計 － 226

特別損失   

固定資産除却損 － 6

固定資産売却損 － 0

特別損失合計 － 6

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △4,906 3,904

法人税等 7 7

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,914 3,897



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△6,118 11,367

減価償却費 71 70

引当金の増減額（△は減少） 151 △55

受取利息及び受取配当金 △0 △1

支払利息 518 110

固定資産除売却損益（△は益） 0 14

売上債権の増減額（△は増加） － 5

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,532 9,929

前渡金の増減額（△は増加） △415 1,272

差入保証金の増減額（△は増加） △1 11

その他の流動資産の増減額（△は増加） 31 15

仕入債務の増減額（△は減少） △11,939 △6,488

前受金の増減額（△は減少） △1 11

その他の流動負債の増減額（△は減少） △871 △696

未払又は未収消費税等の増減額 990 △18

その他 △23 △36

小計 △7,074 15,509

利息及び配当金の受取額 0 1

利息の支払額 △511 △87

法人税等の支払額 △935 △50

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,519 15,372

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △165 △5

有形固定資産の売却による収入 － 0

その他 △24 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △190 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,279 △6,560

長期借入れによる収入 412 480

長期借入金の返済による支出 △4,593 △951

社債の償還による支出 △280 △250

株式の発行による収入 － 8

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △984 △311

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,165 △7,584

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,876 7,779

現金及び現金同等物の期首残高 14,372 7,627

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,496 15,406



 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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